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パネルデータからみた非正規雇用から正規雇用への移行要因

要旨
本稿では，非正規雇用から正規雇用への移
行の要因について，パネルデータを用いた分
析を行った．主な推定結果を整理すると以下
のとおりである．公共の職業訓練校学校に通
った経験については，30 歳代において，正
規雇用への移行を促進しており，雇用保険未
加入・未受給である場合，20 歳代において，
正規雇用への移行が起こりにくくなってい
た．前職の業種については，20 歳代では，
教育・学習支援，30 歳代では，医療福祉で
正規雇用への移行が起こりやすくなってい
た．特に，職業訓練校学校に通った経験が非
正規雇用のスキル向上に一定の意義がある可
能性が示唆されたが，企業内での人的資本投
資の機会が少ない非正規雇用にとっては，公
共の職業訓練校での職業訓練はスキルアップ
の貴重な機会となる．雇用保険といったセー
フティネットとともに，日本において積極的
労働市場政策構築を考える上でも重要な役割
が期待できる．
キーワード：  非正規雇用，雇用保険，職業訓

練，積極的労働市場政策

1．はじめに

1990年代より，非正規雇用の増加とともに，
正規雇用との間に待遇面での格差が生じ，「二
重労働市場」の問題が指摘されるようになっ
た．『労働力調査』によると，非正規雇用で
ある理由について，「自分の都合のよい時間
に働きたい」といった積極的な理由と「正規
雇用として働きたかったが機会がなかった」

といった消極的な理由があり，2022 年では，
不本意で非正規雇用となっている労働者は，
非正規雇用のうち 10％近くに上る . 本意型の
非正規雇用が多いことも事実であるが，男性
の非正規雇用の割合も増加傾向であること
と，不本意的な非正規雇用の割合が女性より
も多い点は，『労働力調査』を見ても明らか
である . そして，日本における非正規雇用に
対する研究の中で重要なテーマとなってきた
のが，非正規雇用は行き止まりか，正規雇用
への架け橋かどうかといった問題である［高
橋 2021］．加えて，非正規雇用に対するセー
フティネットのあり方についても大きな政策
課題となってきた .
デンマークやスウェーデンにおいては，フ
レキシキュリティ・アプローチという独自の
政策がとられ，活発な労働移動と高生産部門
への労働者の移行を促進する一方で，高水準
の失業給付（消極的労働市場政策）に加え，
積極的労働市場政策を導入することで，失業
者の労働市場への復帰を促進するという試み
が取り入れられている 1）．しかしながら，
Ono（2010）は，日本においては，他の先進
諸国に比べて雇用の流動性が低い点を指摘し
ており，日本の労働市場における正規雇用へ
の保護の強さが，労働市場を硬直化させ，労
働移動を妨げているとも考えられる．特に，
非正規雇用が増加した背景を考えると，フレ
キシキュリティ・アプローチの “Flexibility”
の部分をそのまま取り入れることは現状では
困難であると考えられる［高橋 2023］．また，
日本においては，積極的労働市場政策に対す
る政府支出の小ささに加え，雇用保険制度の
財政規模も大きいとは言えず，労働市場の変
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化に対応できる “Security” の構築，すなわち，
雇用保険制度や職業訓練など雇用セーフティ
ネットの拡充が必要である．さらに，不本意
型の非正規雇用の問題や，非正規雇用から正
規雇用への労働移動が活発ではない点を鑑み
ると，正規雇用への昇進や転職を後押しする
政策的なサポートも重要となる．
本稿では，日本における非正規雇用の現状
を整理したうえで，非正規雇用から正規雇用
への移行の要因について考察する．次節では，
積極的労働市場政策に関連して，日本の労働
市場における非正規雇用の問題と，社会保障，
公共の職業訓練，職業紹介について整理し，
第 3節では，非正規雇用から正規雇用への移
行に関する先行研究を整理する．第4節では，
パネルデータを用いて，非正規雇用から正規
雇用への移行について検証し，終節では，実
証分析から得られた知見をまとめることとし
たい．

2．非正規雇用の現状について

1985 年の労働者派遣法成立や，1990 年代
以降の日本型雇用システムの大きな変化に伴
い，非正規雇用の増加が顕著となった．特に，
Bredgaard and Larsen（2007）は，バブル
崩壊後では外部労働市場の数量的柔軟性に頼
っているため，非正規雇用の利用が増大した
と指摘している．1995 年には，「新時代の「日
本的経営」」（新・日本的経営システム等研究
プロジェクト編（1995））において，雇用柔
軟型グループの有効活用が提言され，1999
年には派遣労働が原則自由化されるが，2003
年には製造業務への派遣も可能になった［高
橋 2024］．日本においては，景気変動と非正
規雇用の増加は大きく関連しており，内閣府
政策統括官室（2008）は，1997 年の金融シ
ステム危機や，2008 年の世界的な金融危機
では，非正規雇用への影響が大きかったこと
を，山本（2011）は，不況期に不本意型の非
正規雇用が増加することを指摘している．
セーフティネットについては，日本の雇用
保険制度の受給要件は，雇用保険法改正を重

ね，年齢・被保険者期間・労働時間・離職理
由と複雑化し，適用範囲である「1年以上の
雇用見込み」が非正規雇用の受給を妨げるケ
ースが見られたため，2010 年の雇用保険法
改正では，「31 日以上の雇用見込み」にまで
緩和された．労働市場政策については，2012
年に労働契約法が改正され，「雇止め法理」
の法定化が，2013 年には無期労働契約への
転換と不合理な労働条件の禁止といったルー
ルが，2020 年には「短時間労働者及び有期
雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律
（パートタイム・有期雇用労働法）」が施行さ
れている．
また，日本の社会支出の対 GDP比は，

2019 年度では，フランス，ドイツ，スウェ
ーデン，アメリカと比較すると小さくなって
いるが，2020 年度では，25.46％に増加し，
特に，積極的労働市場政策に関する支出が大
幅に増加，雇用調整助成金の支給増加の影響
で社会保障給付費も増加している［国立社会
保障・人口問題研究所 2022］2）．
日本では，多くの公共職業訓練施設が設置
されているが，公共職業訓練への認知度は高
いとはいい難く，利用者からみて制度内容や
アクセスの方法が分かりにくいとの指摘もあ
る［藤川 2008］．国・都道府県が行う離職者
訓練の対象者はハローワークの求職者であ
り，あくまで離職者を対象とした職業訓練が
中心である．民間の職業訓練は各企業におけ
る OJTが中心に実施しているが，職業訓練
の内容が各企業のニーズによるもので，外部
市場でそのスキルが生かされにくいという問
題がある．さらにOFF－JTに絞ってみると，
OJTに比べ正規・非正規間の職業訓練の格
差は歴然としている［高橋 2023］．
公共の職業紹介については，都道府県が主
導となり，ジョブカフェが設置されており，
ハローワークを併設し，職業紹介等が行われ
るなど，若者の就職支援が行われている．ま
た，正規雇用の経験が少ない労働者に対して，
ジョブカフェやハローワークでの職務経歴や
学習・訓練歴などを記載したジョブ・カード
によるキャリア・コンサルティングを通じ，
職業訓練を行うジョブ・カード制度も設けら
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れている［高橋 2025］．

3．  非正規雇用から正規雇用への移行に
ついて

ヨーロッパでは，Booth, Francescoi and 
Frank （2002）や Hoffmann and Walwei 
（2003）， Scherer（2004），Gebel（2010）など，
非正規雇用が正規雇用への架け橋となってい
る点が指摘されてきた．日本では，四方（2011）
が，男性においては，不本意で非正規雇用に
なっている場合は同一企業内で正規雇用に移
りやすいことを，小杉（2010）が，同一企業
内での移行の場合は，Off-JTや自己啓発の
効果が大きいことを，樋口・石井・佐藤（2011）
が，失業給付は，それとセットとして行なわ
れる就業支援により，その後の就業確率も高
める効果をもっていることを明らかにしてい
る．
また，平田・勇上（2011）は，初職入職時
の失業情勢が一時雇用の就業確立に与える影
響はドイツやイギリスに比べ日本が最も高
く，一時雇用から無業への移行確率も高める
ことを明らかにしている．福井（2015）は，
大企業・官公庁では専門職が正規雇用に就業
しやすく，中小企業では熟練職が正規雇用に
就業しやすい，大企業・官公庁の出身者が大
企業・官公庁で正規雇用として就業しやすく，
非正規雇用時の従業先が正規雇用時の従業先
に影響を与えることを明らかにしている．
加えて，高橋（2019）は，医療・社会保険・
社会保障関連の業種において正規雇用への移
行が起こりやすくなっていることや，中小企
業は大企業よりも正規雇用への移行が起こり
やすいことを，高橋（2021）は，教育訓練給
制度を利用中である場合，非正規雇用から正
規雇用への移行が起こりやすいことを，高橋
（2022）は，初職が正規雇用である場合，非
正規雇用から正規雇用への移行が起こりやす
いことや，ハローワークの利用が女性の正規
雇用への移行を促進していることを明らかに
している．さらに，高橋（2025）は，本稿と
同じ 2012 年から 2020 年の『日本家計パネル

調査』を用いて，不本意で非正規雇用で働い
ている場合，無業になる確率は低く，雇用契
約期間がない場合と契約・嘱託では，同一企
業内での正規雇用への昇進が進みやすい一方
で，官公庁で勤務している場合，正規雇用へ
の転職が進みやすくなっていることなどを指
摘している．加えて，公共の職業訓練校に通
った経験が，中小企業での正規雇用への移行
に影響を与えており，契約・嘱託では，中小
企業，大企業・官公庁の両方で正規雇用への
移行が起こりやすい一方で，派遣社員では，
中小企業において，正規雇用に移行しやすい
ことも明らかにしている．
また，独自の調査による分析では，労働政
策研究・研修機構（2015）が，男性と無配偶
女性は，消極的な理由から非正規雇用を選択
しており，正規雇用への転換希望が強いこと，
非正規雇用から正規雇用へ移行したものの多
くは，企業規模の下方移動を経験しているこ
とを，労働政策研究・研修機構（2016）が，
初職が正規雇用であった者ほど正規雇用に転
換しやすいハローワークを利用することが正
規雇用への転換率を高めていることを明らか
にしている．
本稿の分析では，雇用保険の加入や受給状
況，公共の職業訓練の経験といった社会保障
に関する変数をはじめ，前職や現職の労働環
境や条件などに関する変数を考慮することと
する．また，多項ロジットモデルを用いた高
橋（2025）とは異なり，二項ロジットモデル
による推定を行い，男女別の推定に加えて，
年齢別の推定も行うこととする．

4．実証分析

4.1　データとモデル
本稿の使用データは，慶應義塾大学パネル
データ設計・解析センター（PDRC）による，
『日本家計パネル調査（JHPS）』のパネルデ
ータである 3）．JHPSは主に就業，所得，教育，
健康・医療などをテーマに調査している．
2014 年以降は，『慶應義塾家計パネル調査
（KHPS）』と統合され，『日本家計パネル調
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査（JHPS/KHPS）』となっている．本稿では，
2012 年から 2020 年までの 9年分のデータを
使用する 4）．分析では，前職が非正規雇用で
あったものが，翌年に，正規雇用に移行（昇
進もしくは転職）した場合に 1，継続的に非
正規雇用であった場合を 0と置いたダミー変
数を従属変数としたロジットモデルによる分

析を行う．パネルデータを用いているため固
定効果ロジットモデルによる分析も想定され
るが，固定効果モデルでは，時間によって変
わらない要因の影響を観測できないため，本
稿の分析では，二項ロジットモデル（Pooled 
Model）を使用し，男女別と年齢別に分けた
推定も行うこととする．

（注）現職と前職の推定ではサンプル数が異なるため，現職の推定におけるサンプル数を基準に記載して
いる．

表 1　基本統計量
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主な説明変数として，転職前の時点におけ
る，「雇用保険未加入・未受給」，「公共の職
業訓練学校に通った」，「雇用契約期間がな
い」，「女性」，「配偶者あり」，「前職の年収（対
数）」に関する変数を用いている．また，正
規雇用の機会がない，現職の条件が良いとい
った「非正規雇用である理由」，「学歴」，「年
齢」，「前職の週労働時間」，「前職の雇用形態」，
「現職の業種」，「現職の企業規模」に関する
カテゴリー変数も用いている 5）．また，「前

職の業種」，「前職の企業規模」を説明変数と
した推定も行う．説明変数についての基本統
計量は表 1である．

4.2　推定結果
表 2は，全体と男女別の推定結果である．
それぞれの説明変数についてのオッズ比を示
しており，オッズ比が 1 を超えると正の影響
が，1 を下回ると負の影響がみられる．男性
では，配偶者がいることが，全体と女性では，

（注）***，**，* は，それぞれ 1％，5％，10％の有意水準で有意であることを示す．標準誤差はロバスト
標準誤差．

表 2　推定結果①
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前職の年収が，すべての推定では雇用契約期
間がないことが有意にプラスに働いており，
男性では，現職の条件が良いことが有意にマ
イナスに働いていた．全体では，大学卒以上
であることが有意にプラスに，全体と女性で
は，前職の週労働時間が 20 時間から 40 時間
未満であることが有意にマイナスに，前職の
雇用形態が契約・嘱託であることが有意にプ
ラスに働いていた．年齢については，30 歳
代から 50 歳代すべてで有意にマイナスの影

響がみられ（男性においてその傾向が強く），
現職の業種については，有意な結果が得られ
なかった．現職の企業規模については，全体
では，500 人以上の場合，男性ではすべての
企業規模において有意にマイナスに働いてい
た．
表 3は，業種，企業規模を前職の業種，前
職の企業規模とした推定結果である．表 2の
推定結果と異なる点は，男性では，高校卒以
下と大学卒以上，契約・嘱託であることが有

（注）***，**，* は，それぞれ 1％，5％，10％の有意水準で有意であることを示す．標準誤差はロバスト
標準誤差．

表 3　推定結果②
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意にプラスに働いており，全体では，前職の
業種が運輸・情報・インフラであることが有
意にマイナスに働いている点である．
表 4 は，年齢別の推定結果である．50 歳
代では，配偶者がいることが，30 歳代と 40
歳代では，前職の年収が，30 歳代では，公
共の職業訓練校学校に通った経験が有意にプ
ラスに働いている．40 歳代では，高校卒以
下と大学卒以上と契約・嘱託であることが有
意にプラスに働いており，30 歳代では，派
遣社員と契約・嘱託の両方の場合に有意にプ
ラスに働いている．50 歳代では，企業規模
が 30 ～ 500 人未満と 500 人以上の場合に有
意にマイナスに働いている．表 5は，業種，
企業規模を前職の業種，前職の企業規模とし

た推定結果である．表 4の推定結果と異なる
点は，20 歳代において，雇用保険未加入・
未受給であることが有意にマイナスに働いて
いる，業種については，20 歳代において，
教育・学習支援，30 歳代において，医療福
祉の場合に有意にプラスに働いている，企業
規模については，30 歳代において，30 ～
500 人未満と 500 人以上の場合に有意にマイ
ナスに働いている点である．
推定結果から主に以下のことが考察でき
る．前職の雇用形態が契約・嘱託の場合，正
規雇用への移行が起こりやすくなっている
が，年齢別にみると，30 歳代のみ，派遣社
員と契約・嘱託の両方の場合に正規雇用への
移行が起こりやすくなっている．また，公共

（注）***，**，* は，それぞれ 1％，5％，10％の有意水準で有意であることを示す．標準誤差はロバスト
標準誤差．

表 4　推定結果③
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の職業訓練校学校に通った経験については，
30 歳代に限定した場合のみ，正規雇用への
移行が促進されているという結果になった6）．
高橋（2025）では，公共の職業訓練校に通っ
た経験が，中小企業での正規雇用への移行を
促進しており，契約・嘱託では，中小企業，
大企業・官公庁の両方で正規雇用に移行しや
すく，派遣社員では，中小企業において，正
規雇用に移行しやすい点を指摘しているが，
本稿では，特に 30 歳代において影響がみら
れることが明らかになった．加えて，高橋
（2025）では，雇用保険について有意な結果
が得られなかったが，本稿の分析では，20
歳代において，雇用保険未加入・未受給であ

る場合，正規雇用への移行が起こりにくくな
っていた．
業種について，現職については有意な結果
が得られなかったものの，前職について，運
輸・情報・インフラでは正規雇用への移行が
起こりにくくなっており，年齢別では，20
歳代において，教育・学習支援，30 歳代に
おいて，医療福祉で正規雇用への移行が起こ
りやすくなっていた．

5．まとめ

本稿では，日本の労働市場における非正規

（注）***，**，* は，それぞれ 1％，5％，10％の有意水準で有意であることを示す．標準誤差はロバスト
標準誤差．

表 5　推定結果④
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雇用の問題と，社会保障，公共の職業訓練，
職業紹介について整理した．最初に紹介した，
フレキシキュリティ・アプローチについては，
日本の労働市場や非正規雇用の問題を鑑みる
と，“Flexibility” の部分をそのまま取り入れ
ることは現状では困難であると考えられ，労
働市場の変化に対応できる“Security”の構築，
すなわち，雇用保険制度や職業訓練など雇用
セーフティネットの拡充が必要であると考え
られる．さらに，非正規雇用から正規雇用へ
の昇進や転職を後押しする政策的なサポート
も重要となるため，本稿では，非正規雇用か
ら正規雇用への移行の要因について，パネル
データを用いた分析を行った．
主な推定結果を整理すると以下のとおりで
ある．前職の雇用形態が契約・嘱託の場合，
正規雇用への移行が起こりやすくなっている
が，30 歳代のみ，派遣社員と契約・嘱託の
両方の場合に正規雇用への移行が起こりやす
くなっている．また，公共の職業訓練校学校
に通った経験については，30 歳代において，
正規雇用への移行を促進しており，雇用保険
未加入・未受給である場合，20 歳代において，
正規雇用への移行が起こりにくくなってい
た．前職の業種については，20 歳代では，
教育・学習支援，30 歳代では，医療福祉で
正規雇用への移行が起こりやすくなってい
た．人手不足が顕著な業種でもあり，医療福
祉業での正規雇用移行が起こりやすいこと
は，先行研究でも指摘されてきたが，正規雇
用への昇進や転職を促進していくうえで，重
要な業種といえる．
特に，職業訓練校学校に通った経験が非正
規雇用のスキル向上に一定の意義がある可能
性が示唆されたが，OJT，OFF－ JTともに，
非正規雇用と正規雇用では，実施状況に格差
があり，企業内での人的資本投資の機会が少
ない非正規雇用にとっては，公共の職業訓練
校での職業訓練はスキルアップの貴重な機会
となる．雇用保険といったセーフティネット
とともに，日本において積極的労働市場政策
構築を考える上でも重要な役割が期待でき
る．

（注）
１） 柔軟性を表す “Flexibility” と安定性・保障
“Security” を合わせた造語であり，労働市場
の柔軟性を高める一方で，労働市場内外にお
ける弱い立場にあるグループに対する雇用，
社会保障を拡大させるといった政策である
［Wilthagen and Tros 2004］．「ワークフェア」
という類似の政策用語が用いられることもあ
るが，こちらはアメリカ発祥の公的扶助の削
減と就労の強制を目的とした政策となる．

２） OECDの社会支出は，住宅関連の支出を含む
など日本の社会保障関係費よりも広い概念で
ある．

３） 本稿の分析に際しては，慶應義塾大学パネル
データ設計・解析センターによる『日本家計
パネル調査（JHPS/KHPS）』の個票データの
提供を受けた．

４） 2012 年以降労働契約法や働き方改革関連法が
改正され，景気回復期とされたこと，コロナ
危機の影響を受けていない時期であることが
理由である．

５） 業種については，農業，漁業・林業・水産業，
鉱業，建設業，製造業を「作業」に，卸売・
小売業，飲食・宿泊，金融・保険業，不動産業，
その他のサービス業を「販売・サービス」に，
運輸業，情報サービス・調査・通信情報業，
電気・ガス・水道・熱供給業を「運輸・情報・
インフラ」に分類している．四方（2011）では，
業種ではなく職種を説明変数に加えているが，
本稿では，高橋（2021），高橋（2025）同様に
業種を説明変数としている．

６） 公共の職業訓練学校に通う人は正規雇用への
移行の意欲がもともと高いといったバイアス
が生じる可能性があるが，公共の職業訓練学
校の受講割合が小さく，傾向スコアマッチン
グによる推定が困難であった．

７） 雇用保険に加入していない非正規雇用よりも
有利な条件にあるために，正規雇用への移行
が進みやすい可能性も考えられる．ただし，
非正規労働者に多いワーキングプアを支援す
る制度としてのあり方は政策課題となる［高
橋 2021］．
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